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して真の経営課題
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支援内容・
計画の提案

支援内容に応じて

専門家を提案し、

派遣前に企業と専

門家のマッチング

を実施

専門家の選定

社内プロジェクト

チームを編成し、

支 援 受 入 体 制 が

整ったら専門家の

派遣を開始

専門家による
支援の実施

数ヶ月～1年間
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アクセスし、経営に関する相談内容や必要な情報を
フォームに書き込むと、原則として受付の翌日から 3
営業日以内に、専門家による回答が得られます。さら
に掘り下げた御相談が必要な場合は、中小機構の窓口
相談を御利用いただければより効果的です。

　　申込フォーム
　　http://www.smrj.go.jp/venture/consult/038348.html

２．専門家派遣事業
⑴ 専門家継続派遣事業
　　中小企業の様々な経営課題の解決・新事業開拓等の

企業目標の実現に向けて、専門家を長期 ( ６ヶ月～１
年程度 ) 継続して派遣し、経営ノウハウ等のソフト面
を中心に総合的なハンズオン支援を行います。

　　問合せ先　関東本部 経営支援部 経営支援課
　　　　　　　TEL：03-5470-1637

⑵ 経営実務支援事業
　　実務経験豊富な専門家を、短期集中的 ( ５ヶ月以内 )

に派遣し、特定の経営課題・テーマの解決に必要な実
務知識・ノウハウ面からのアドバイスを行います。

　　問合せ先　関東本部 経営支援部 経営支援課
　　　　　　　TEL：03-5470-1637

中小機構では、創業・新事業展開・経営革新・株式公開・販路開拓など、中小企業や小規模事業者が
抱える幅広い経営課題解決のために、各種支援メニューをご提供しております。その中から主なもの
を以下にご紹介いたします。

専門家派遣事業の基本的な流れ

４　中小機構の支援メニュー

１．経営相談事業
⑴ 窓口相談
　　中小機構内のコーナーにて、企業支援の経験豊富な

専門家が対面で相談に応じています。中小企業診断士、
弁護士、公認会計士などが日替わりで常駐しており、
御相談の内容により御対応いたします。事前予約制で、
月曜から金曜日の９時～ 17 時の間、相談時間は１回
１時間程度で、何度でも無料で御利用いただけます。

　　問合せ先　関東本部 経営支援部 経営支援課
　　　　　　　TEL：03-5470-1620

⑵ 経営相談ホットライン
　　気軽に経営相談等を受けることができる電話相談窓

口 ( ホットライン ) を開設しています。経営や技術の
相談、施策や制度活用の御相談、中小企業経営や中小
企業支援に関する情報提供などをお答えしております。
さらに掘り下げた御相談が必要な場合は、中小機構の
窓口相談を御利用いただければより効果的です。

　　問合せ先　TEL：0570-009111
　　　　　　ナビダイヤル、通話料有料、携帯電話・　
　　　　　　PHS・IP 電話等からはご利用になれません　
(3) メール経営相談
　　中小機構のホームページにあるメール経営相談に

（ 　 ）
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５．人材育成事業
⑴ 中小企業大学校　東京校
　　中小企業の “ 人づくり ” のために研修等を行う施設

です。座学の講義だけでなく、グループディスカッショ
ンや演習などを多く取り入れております。「経営後継
者研修」「経営管理者研修」「工場管理者養成コース」
など年間で約 40 コースの研修を実施し、日本国内の
中小企業者の方であれば、どなたでも受講できます。

　　アクセス　東京都東大和市桜が丘 2-137-5
　　　　　　　( 西武拝島線「東大和市駅」徒歩 10 分 )
　　問合せ先　中小企業大学校 東京校　企業研修課
　　　　　　　TEL：042-565-1207

⑵ BusiNest( ビジネスト )
　　BusiNest とは、中小企業大学校東京校内に設けた創

業支援、新規事業支援を行う施設です。新しいことに
チャレンジする方、したい方の創業準備活動へ専門家
による実践的なアドバイスを行います。また、安価な
活動スペースを利用することもできます。

　　目的に応じて支援コース ( 有料・無料 ) からお選び
いただきます。

　　問合せ先　中小企業大学校 BusiNest　
　　　　　　　TEL：042-565-1195

⑶ 戦略的 CIO 育成支援事業
　　CIO とは Chief Information Officer の略で、情報化

戦略を策定・実行する責任者を意味します。IT 経営に
関して十分な知見と実績がある専門家を派遣し、経営
戦略にもとづく IT 化計画の策定及びその実務等のア
ドバイス、そして CIO 人材の育成支援を行います。

　　問合せ先　関東本部 経営支援部 経営支援課
　　　　　　　TEL：03-5470-1637

⑷ 販路開拓コーディネート事業
　　優れた新商品をもつ中小企業に対し、首都圏又は近

畿圏の市場におけるテストマーケティングを支援しま
す。本事業は、マーケティング企画のブラッシュアッ
プを実施したうえで、　想定市場の企業への訪問、市
場評価の把握、市場投入までの筋道を立てる等の支援
を行います。

　　問合せ先　関東本部 販路開拓部 マーケティング支援課
　　　　　　　TEL：03-5470-1638

３．共済事業
⑴ 小規模企業共済制度
　　小規模企業の個人事業主 ( 共同経営者を含む ) 又は

会社等の役員の方などが事業をやめられたり、退職
されたりした場合に、生活の安定や事業の再建を図
るための資金を事前に準備しておく制度です。いわば

「経営者の退職金制度」といえます。「常時使用する従
業員が 20 人以下 ( 宿泊業・娯楽業を除くサービス業、
商業では 5 人以下 ) の個人事業主および会社等の役員」
など、加入には条件があります。

　　問合せ先　共済相談室　
　　　　　　　TEL：050-5541-7171

⑵ 経営セーフティ共済制度 ( 中小企業倒産防止共済制度 )
　　取引先事業者が倒産し、売掛金債権等が回収困難に

なった場合に、貸付けが受けられる共済制度です。「も
しも」の時の資金調達手段として当面の資金繰りを
バックアップします。加入できる方は、引き続き１年
以上事業を行っている中小企業者の方です。

　　問合せ先　共済相談室　
　　　　　　　TEL：050-5541-7171

４．国際化支援アドバイス事業
　　海外ビジネスの専門家による個別アドバイス
　　海外投資、輸出入や海外企業への委託生産など海外

展開について課題を持つ中小企業の皆様からの相談に
対して、国（地域）別、分野別の専門家が個別にアド
バイスを行います。相談者の経営状況等をふまえ、海
外展開の初期段階から実現段階、さらに現地進出後の
課題についても幅広く対応いたします。当サービスは
何度でも無料で御利用いただくことができます。

　　問合せ先　本部 販路支援課 ( 海外展開支援担当 )
　　　　　　　TEL：03-5470-1522

研修の様子


